
法務省 平成23年度省庁別連結財務書類の概要 

  

１．作成目的 

法務省の業務と関連する独立行政法人等を連

結した財務状況を開示。 

２．作成方法 

「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成
（省庁別財務書類と独立行政法人等を合算
し、法務省と独立行政法人等の債権債務等を
相殺消去）。 

３．連結の範囲等 

（連結対象法人） 

日本司法支援センター 

（連結対象法人と法務省の業務関連性） 

日本司法支援センターは、総合法律支援法(平

成16 年法律第74 号)に基づき、総合法律支援に

関する事業を迅速かつ適切に行うことを目的とし

て設立された法人であり、法務省は、その主務

省として、同センターの中期目標を定めるなどし

ている。 

（連結の基準） 

法務省が所掌している業務と関連する事務・事

業を行っている独立行政法人等を連結（監督権

限及び財政支出の有無により判断）。 

（使用財務諸表） 

日本司法支援センターの法定財務諸表でもっ
て連結。 

４．省庁別連結財務書類の留意点 

・ 連結に際して、連結対象法人の会計処理を、
省庁別財務書類の会計処理に統一していな
い。 

・ 連結対象法人に特有の会計処理について
は、連結に際して修正を行っている。 

 

＜主な増減内容＞ 省庁ベースとの主な相違 省庁別連結財務書類について 
 貸 借 対 照 表 (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額 省庁ベース 連結ベース 差額 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 ５８５ ５９５ １０ 未払金 ３６ ４２ ６ 

未収金等 ４ ３９ ３４ 賞与引当金 ２６ ２６ ０ 

 貸倒引当金 △２ △３０ △２８ 退職給付引当金 ６４２ ６４４ １ 

有形固定資産 １，４４５ １，４４６ １ その他の負債 ５８６ ５８８ ２ 

国有財産（公共用財産除く） １，３９９ １，４００ １    

（うち土地） ８１３ ８１３ ０    

（うち建物） ４１８ ４１９ ０    

物品 １１ １１ ０    

その他固定資産 ３４ ３４ -    

無形固定資産 ７ ８ １    

その他の資産 ３ ３ ０    

＜主な増減内容＞ 

（注）省庁ベースは、省庁別財務書類（一般会計・特別

会計）を指す。 

 

１．貸借対照表 

（資産） 

現金・預金 ＋101 億円 

未収金等                ＋340 億円 

貸倒引当金 △278 億円 

その他の資産 ＋22 億円 

出資金･･･相殺消去            △３億円 

（負債） 

未払金等 ＋60 億円 

２．業務費用計算書 

人件費 ＋67 億円 

委託費等…相殺消去   △153 億円 

運営費交付金… 相殺消去     △165 億円 

その他の業務費用 ＋256 億円 

 

３．資産・負債差額増減計算書 

本年度業務費用合計と財源合計との差額 

 29 億円 

（左記(A) + (B)により算出） 

⇒企業会計の「当期純損失」に相当 

業務費用… 連結による増 ＋333 億円 

相殺消去  △318 億円 

その他の財源… 連結による増 ＋354 億円 

相殺消去  △318 億円 

４．区分別収支計算書 

財源… 連結による増 ＋524 億円 

相殺消去 △328 億円 

業務支出…連結による増 ＋420 億円 

相殺消去 △318 億円 

 

 

  負債合計 １，２９２ １，３０１ ９ 

  ＜ 資産・負債差額の部 ＞  

資産・負債差額増減計算書 (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額  業務費用計算書 (単位:十億円）

 省庁ベース 連結ベース 差額 前年度末資産・負債差額 ８２５ ８３４ ８ 

本年度業務費用合計 (A) △７６７ △７６９ △１ 
財源合計 (B) ７６８ ７７２ ３ 

その他の財源 ７６８ ７７２ ３ 

無償所管換等 △４０ △３ △３７ 

資産評価差額 △３４ △３４ ０ 

人件費 ３９５ ４０２ ６

退職給付引当金等繰入額 ６６ ６７ ０

委託費等 ３３ １８ △１６

運営費交付金 １６ - △１６

庁費等 ９７ ９７ ０

減価償却費 ６０ ６０ ０

資産処分損益 ７ ７ ０

その他の業務費用 ８９ １１５ ２５

  

  

  

本年度末資産・負債差額 ７５１ ７６１ １０ 

（参考） (A) + (B) １ ２ １ 
 

  

  

  

  

  

  

  

 区分別収支計算書 (単位:十億円） 

 省庁ベース 連結ベース 差額 

業務収支 ３ １３ ９ 
 財源 ７７６ ７９６ １９ 

 業務支出 △７７３ △７８３ △１０ 

財務収支 △３ △３ ０ 

本年度収支（業務収支＋財務収支） 

  

- １０ １０ 

資金への繰入等 - １０ １０ 

資金残高等 ５８５ ５８５ － 

本年度業務費用合計 ７６７ ７６９ １

 

   

   

本年度末現金・預金残高 ５８５ ５９５ １０ 

 

 

  資産・負債差額 ７５１ ７６１ １０ 

資産合計 ２，０４３ ２，０６３ ２０ 負債及び資産・負債差額合計 ２，０４３ ２，０６３ ２０ 



法務省 平成23年度省庁別財務書類の概要 

 

 

１．作成目的 

法務省の一般会計の財務状況を開示 

２．作成方法 

「一般会計省庁別財務書類の作成基準」に基
づき作成。 

１．貸借対照表 

（資産） 

現金・預金…現金及び日本銀行預金の増加 

 1312 億円 

有形固定資産…国有財産のうち建物の増加 

 547 億円 

              工作物の増加      148 億円 

（負債） 

保管金等…保管金の増加      1,311 億円 

退職給付引当金…退職手当に係る引当金の増加 

 860 億円 

２．業務費用計算書 

人件費…人員の増加           65 億円 

庁費等…物件費等の増加 53 億円 

委託費…登記事務に関する委託費の増加 

74 億円 

減価償却費…国有資産の増加    189 億円 

３．資産・負債差額増減計算書 

本年度業務費用合計と財源合計との差額 

 ＋３８億円 

（左記(A) + (B)により算出） 

⇒企業会計の「当期純利益」に相当 

４．区分別収支計算書 

業務支出…人件費の増加        ＋795 億円 

委託費等の増加         ＋74 億円

登記特別会計繰入の減少 △629 億円 

庁費等の支出の増加     +569 億円

      

 業務費用計算書 (単位:十億円）

 前年度 23年度 増減

人件費 ３３０ ３９５ ６５

退職給付引当金等繰入額 ５８ ６６ ７

委託費等 ２５ ３３ ７

運営費交付金 １５ １６ １

登記特別会計への繰入 ６２ － △６２

庁費等 ４０ ９４ ５３

減価償却費 ４１ ６０ １８

資産処分損益 ７ １０ ２

その他の業務費用 ８６ ８８ １

  

  

  

  

  

本年度業務費用合計 ６７０ ７６７ ９７

 

資産・負債差額増減計算書 (単位:十億円） 

 前年度 23年度 増減 

前年度末資産・負債差額 ９３１ ８２５ △１０５ 

本年度業務費用合計 (A) △６７０ △７６５ ９５ 
財源合計 (B) ６６９ ７６８ ９８ 

その他の財源 ６６９ ７６８ ９８ 

無償所管換等 ４ △４２ △４７ 

資産評価差額等 △１０９ △３４ ７４ 

本年度末資産・負債差額 ８２５ ７５１ △７４ 

（参考） (A) + (B) △０ ３ ３ 
 

 区分別収支計算書 (単位:十億円） 

 前年度 23年度 増減 

業務収支 －   
 財源 ６６９ ７７６ １０６ 

 業務支出 △６６６ △７７３ △１０６ 

財務収支 △３ △３ ０ 

本年度収支（業務収支＋財務収支） － - - 

資金残高等 ４５４ ５８５ １３１ 
   

   

   

本年度末現金・預金残高 ４５４ ５８５ １３１ 

 

一般会計省庁別財務書類について 

主な増減内容 

 貸 借 対 照 表 (単位:十億円） 

 前年度 23年度 増減 前年度 23年度 増減 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 ４５４ ５８５ １３１ 未払金等 ３６ ３６ ０ 

有形固定資産 １，４２０ １，４４５ ２５ 賞与引当金 ２２ ２６ ４ 

国有財産（公共用財産除く） １，３６９ １，３９９ ３０ 退職給付引当金 ５５９ ６４２ １０３ 

（うち土地） ８４６ ８１３ △３２ その他の負債 ４５５ ５８６ １３１ 

（うち建物） ３６４ ４１８ ５４    

物品 １４ １１ △３    

その他固定資産 ３５ ３４ △１ 負債合計 １，０７３ １，２９２ ２３９ 

無形固定資産 １ １０ ８    

その他の資産 ３ ４ １ ＜ 資産・負債差額の部 ＞   

     

  資産・負債差額 ８０５ ７５３ △７２ 

     

     

資産合計 １，８７８ ２，０４３ １６５ 負債及び資産・負債差額合計 １，８７８ ２，０４３ １６５ 

 
 
１．業務の概要 

基本法制の維持及び整備、法秩序の維持、国

民の権利擁護、国の利害に関係のある争訟

の統一的かつ適正な処理並びに出入国の公

正な管理 

２．定員数 

52,509 人（特別職を含む） 

３．主な財政資金の流れ 

日本司法支援センターへの運営費交付金等 
165 億円 

４．歳入歳出決算の概要 

歳入計 1,156 億円、歳出計 7,763 億円 

 

 

 

①公債関連情報 
公債発行対象経費及び歳出決算額を基礎とし
て配分される本年度末公債残高８，２６５億円、
本年度公債発行額５１７億円、本年度利払費９６
億円 

法務省の業務等の概要 

参考情報 

 

（カッコ内は前年度からの増減額） 

（貸借対照表） 
・現金・預金 5,853 億円（+ 1,312 億円） 

日本銀行預金        5,825 億円 （+ 1,304 億円）
現金                 27 億円 （+8 億円） 

・その他の負債 5,864 億円 （+ 1,311 億円）
保管金等             5,853 億円 （+ 1,312 億円）
その他の債務等         12 億円 （△１億円） 

 
（業務費用計算書） 
・退職給付引当金等繰入額  569 億円 （＋17 億円）

賞与引当金繰入額       224 億円 （＋18 億円）
退職給付引当金繰入額   344 億円 （＋ 1 億円）

・その他の業務費用        865 億円 （△53 億円）
業務費              788 億円 （△5 億円） 
その他の経費   63 億円 （＋ 7 億円） 

主な科目の内訳 


